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５	 月29日に経営法友会第53回定時会員総会
が開催されました。今年もハイブリッド

方式で開催され、会場とオンラインの双方にて、
多くの会員の方々にご参加をいただきました。
本総会では、2023年度事業報告および収支決算、
2024年度事業計画および収支予算、幹事35名お
よび会計監事２名の選任が付議され、すべて滞
りなくご承認をいただきました。会員の皆様の
ご理解とご協力に、深く御礼申し上げます。
　定時会員総会の直後に開催されました臨時幹
事会におきまして、下記一覧の方々が各部会の

主査・副主査に選ばれました。今期は、
これらの主査・副主査の方々のリーダ
シップのもと、各部会運営を行ってま
いります。また、各部会の運営委員も
選任されました。
　会員総会、臨時幹事会で選任された
幹事・会計監事・運営委員は、経営法
友会 HP「役員名簿」をご覧ください。
　代表幹事には、私が再選されました。
経営法友会の発展のため、ひいては企
業法務界全体の発展のため、力を尽く
してまいる所存です。会員の皆様から

のご支援とご意見を賜りながら、より良き会の
運営を目指してまいりますので、どうぞよろし
くお願いいたします。

今	 回の定時会員総会の場では、事業計画の
説明において、主査の方々から「経営法

友会ならではの取組み」という趣旨の言葉が多
く出てまいりました。この点は、これからの経
営法友会運営において重要な点だと思っていま
す。経営法友会は、2024年３月末現在、会員数
が1411社に達し、会員企業数は年を追うごとに
右肩上がりで引き続き増加傾向にあります。経
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営法友会は、1971年に発足した伝統ある企業法
務会員組織であり、会員企業数も法務組織団体
としては最大の規模を誇っています。その幅広
く多彩な会員企業群と業界を超えた広いネット
ワークは、目まぐるしく変化する経営環境にお
いて大変貴重なものであり、これほど力強い法
務会員組織はないと思います。そこで行われる
意見・情報の交換は、まさに企業法務の「今」
を映すものであり、会合・研修を含め、その活
動を通じて得られるものは、現在およびこれか
らの法務部門運営を考える上で、多くの示唆に
満ち溢れています。
　たとえば、次のようなものは、経営法友会ら
しい取組みだと思っています。こうした視点を
大事にしながら、会員の皆様に役立つ取組みを
続けてまいりたいと思います。

⃝　�日本最大の企業法務団体としての意見
発信、関連諸団体等の関係強化

⃝　�多彩な法務部門間ネットワークを生か
した意見交換および情報交換（地域、
組織規模、業界もさまざまに）

⃝　�企業法務組織のニーズを踏まえたト
ピックスに関する研修、研究、セミ
ナー等の実施

⃝　�企業法務組織および法務人材の強化な
どに資する研修の実施（新任、中堅、
キャリア、リーダー、部長等、役割を意
識した取組みの実施）

⃝　�次世代の企業法務人材となりうる候補
者の裾野を拡げるための活動（学生を
対象とした企業法務の紹介等）

多	 くの会社において法務への期待が高まる
中、法務組織と人材の強化が急務となっ

ています。現在の経営環境と時代の流れは、企
業法務強化の動きをますます後押ししていくも
のと思います。法務部門の会社における位置づ
けは今後もさらに強化され、経営からの期待も
ますます高まることでしょう。これに応えるた
めには、法務組織が、本来の期待される役割で
ある法務業務をしっかりと行いつつ、さらに経

営貢献を意識した業務をいかに拡げていけるか
がキーポイントとなります。そのためには、自
社経営上の優先事項・経営課題の把握の在り方、
企業法務運営の効率性の向上の方策、アウト
ソーシングとテクノロジーの活用、法務・法令
情報の適時の把握と自社影響の分析方法等、さ
まざまな運営上の重要事項を考慮し、最適な法
務部門の在り姿を考えていかねばなりません。
経営法友会は、その名が示すとおり、発足当時
より、法務部門としての経営貢献の深化を意識
した企業法務の在り方を追求してまいりました。
経営法友会が提供する意見交換や研修の場は、
各社の悩みの解決を互助的に、あるいは組織的
に支援することにつながっており、その重要性
は今後もますます高まるものと思っています。

経	 営法友会は、会員企業の法務人材の皆様
が、悩みや課題も共有しながらベストプ

ラクティスを検討し、お互いを高め合い、課題
を乗り越えていく場であり、そのためには、各
事業において、会員相互の連携・協力が重要に
なってきます。私は本当に素晴らしいことだと
思うのですが、経営法友会は長年にわたり、事
務局の質の高いサポートのもと、会員企業同士
の協力と協働により、活動を充実化し、拡大し
てきています。企業法務界を発展・強化させた
いという共通の目標を持ちながら、長年、企業
同士が知恵を出し合い、活動を積み重ねてきて
います。
　このような素晴らしい伝統を生かしつつ、会
員の皆様のご理解とご協力をいただきながら、
経営法友会は、各事業を通じて、企業法務のさ
らなる発展と、会員各社の法務部門強化・充実
のため日々努力してまいる所存です。今年度も
どうかご支援のほど、よろしくお願いいたしま
す。


